
 

 

 かつまた 孝明 です！ 

たかあき 

 昭和５１年４月７日生まれ（３８歳） 

出身   沼津市 

住所   沼津市花園町 

家族   父親（沼津市出身） 

母親（伊豆市出身：修善寺） 

     妻・長男・長女・次男 

経 歴 

〔学歴〕 

しょうえい幼稚園 

沼津市立門池小・門池中 卒業 

静岡県立沼津東高校 卒業 

学習院大学経済学部 卒業 

慶應義塾大学大学院経営管理研究科 卒業 

（経営学修士：ＭＢＡ取得） 
〔職歴〕 

平成１２年４月  スルガ銀行株式会社入社 

         財団法人企業経営研究所 研究員  

（地域経済産業分析） 

         経営企画部 人事担当マネージャー 

平成２２年１２月 スルガ銀行株式会社退職 

平成２３年１月～ 自民党衆議院静岡県第６選挙区支部 支部長 

平成２４年１２月～ 衆議院議員（一期目） 

          ・経済産業委員 ・内閣委員 ・国会対策委員 

          ・自民党青年局次長 

いま、自民党が熱い！自民党員を大募集中！！ 

自民党に入党して、党員として自民党そしてかつまた孝明を支えてください！ 

入党資格 

・ わが党の綱領、主義、政策等に賛同される方 

・ 満１８歳以上で日本国籍を有する方 

・ 他の政党の党籍を持たない方 

党 費：一般党員 年額４，０００円、家族党員 年額２，０００円 

申し込み方法 

・ 自民党衆議院静岡県第６選挙区支部までご連絡ください。電話、e メール、直接お越し

いただいても結構です。 

— お知らせ — 

http://www.facebook.com 

facebook はじめました！！友達大募集！ 
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発行所：自由民主党本部 

100-8910 東京都千代田区永田町 1-11-23 

電話：東京 03(3581)6211（代） 

振替口座：東京 00180-1-19518  定価 1部 105 円 

自民党衆議院静岡県第６選挙区支部 

〒410-0062 沼津市宮前町１３－３ 

電話：055(922)5526 FAX：055(922)5527 

ブログ：http://ameblo.jp/t-katsumata 

公式サイト：http://www.t-katsumata.com 

e ﾒｰﾙ：jimin@t-katsumata.com 

衆議院議員（静岡県第６選挙区支部支部長） 

通 

信 静岡６区【沼津・伊東・熱海・下田・伊豆・伊豆の

国（旧韮山・大仁）・賀茂郡・駿東郡（長泉・清水）】 

かつまた孝明氏 

「地方再生」に取り組む！ 

～ふるさと再生に向けて～ 

たかあき 

— 号 外 — 

ボランティア大募集（６区支部まで連絡下さい） 

まるかつ通信の企画・配布・街頭演説サポート・ポ

スター貼りなどなど、楽しい仲間と共に！ 

各地で小集会を開催しております！ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方再生にむけて 

平成２６年５月に日本創生会議・人口減少問題検討分科会が発

表した２０４０年時点の人口推計予想（通称「消滅自治体リスト」）

は、地方にとって極めて厳しい現実を再認識させることになりま

した。それによれば全国の地方自治体のうち、２０４０年までに

若年女性の人口が半数以下に減ってしまう自治体が８９６にもの

ぼるとしています。日本創生会議ではこれを「消滅可能性都市」

として、このうち推計で人口１万人を割る５２３自治体について

は、より消滅の可能性が高いと結論づけました。静岡県ではリス

トに上がった自治体は全部で１１なのですが、実にこのうちの８

つが私の選挙区内の自治体です。 

こうした厳しい予想に対して、日本創生会議は提言として「ス

トップ少子化・地方元気戦略」を公表しました。この提言では、

出生率を２.１にすることや、東京への一極集中を防ぐことを基本

目標として、若者が結婚し、子供を産み、育てやすい環境を作る

こと、および地方を立て直し、再興を図ることに重点を置いた戦

略となっています。 

都市名 減少率(%)
熱海市 66.8
伊東市 51.6
下田市 59.9
伊豆市 64.6
東伊豆町 68.3
南伊豆町 56.4
松崎町 60.8
西伊豆町 67.6
小山町 55.5
川根本町 71.1
森町 53.8

     
（左）静岡県内の「消滅可能性都市」（数字は２０４０年までの 20~39 歳の女性人口の減少率） 

（右）２０４０年に 20~39 歳の女性が半分以下になる市区町村 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうした中、平成２６年９月３日に第２次安倍改造内閣が発足し

ました。この内閣改造で安倍晋三内閣総理大臣は「元気で豊かな

地方の創生」を掲げ、新たに「地方創生本部」を設置し、担当大

臣として石破茂氏を起用致しました。いよいよ国を挙げての地方

再生が本格的に始動することになります。 

９月２９日には第１８７臨時国会が開会し、安倍首相は所信表明

演説で地方創生に向けた取り組みに全力を挙げる姿勢を強調しま

した。この所信表明演説の中で安倍首相は、「人口減少や超高齢化

など、地方が直面する構造的な課題は深刻」と説明し、「若者こそ

が危機に歯止めをかける鍵」として「若者がチャレンジしやすい

環境を整える」ための具体策を示しました。 

現在、地方創生の基本理念を盛り込んだ「まち・ひと・しごと

創生法案」が実質的な審議に入っていますが、石破地方創生担当

大臣は、衆議院の地方創生に関する特別委員会で、「地方活性化の

ための法律を全部洗い直し、時代に合うように積極的に改めてい

きたい」、「国の在り方を根本から変えるのが地方創生であり、膨

大な法体系も変えていかねばならない」と述べ、地方創生の実現

に向けて既存の法律の見直しを積極的に検討する考えを示しまし

た。また、石破大臣は「今まで市町村長は、国から補助金をいく

つ取れたかが業績の判断基準になってきたが、これからは『この

まちをどうするというアイデアは、地方が責任を持って出してく

ださい』ということになる」と述べ、地方自治体に対して再生に

向けた積極的な対応を求め、その上で「施策が間違っていたか正

しかったかを検証する仕組みが今はないが、それぞれの地域でき

ちんと検証してもらう仕組みを作っていく」と、施策の効果を自

治体自身が検証する仕組みを整備していく考えを示しました。 

いずれにしましても、厳しい現状の中で地方再生は急務です。

私も生まれ育ったふるさとのため、全力で地方創生に取り組んで

参ります。 


